
国土強靱化 民間の取組事例  顧客の生活を支える 

顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 12 レジリエンスに特化した商品やサービスをつくる 

474 日常の諸連絡としても利用できる安否確認サービスの開発 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

株式会社パスカル 
【平成 30 年】 

8100001007646 その他防災関連事業者 
【情報通信業】 

長野県 

 株式会社パスカルでは、PC や携帯電話端末にて従業員の安否状況を迅速・確実に収集できる、「安

否確認サービス」を、平成 18 年より開発及び提供を開始し、平成 25 年にはスマートフォン用のア

プリを開発している。 

 近年、大きな自然災害が頻発する中、多くの企業において、災害発生時でも事業を継続できるため

に、従業員の迅速・確実な安否確認は、最重要となっている。このため、同社では、気象庁の情報

と連動し、事前設定した地震情報（震度や地区）と合致した地震が発生した場合に、即時に自動で

安否確認のメッセージを配信し、従業員の安否確認を行

うことができるシステムを開発した。 

 また、同社は、システム開発を行う上で、災害時のみな

らず、平時も利用できるよう日常業務の諸連絡 （社内通

達、注意喚起等）も可能とした。 

 加えて、同社は、災害時でも安定した通信を行えるよう、

海外サーバーを利用し、複数拠点での冗長化を行ってい

る。さらに、地震発生時には、自動でサーバー増強を行

うなどの体制も取っている。 

 同サービスは、企業の事業継続計画 （BCP）の一環とし

て多くの企業に採用され、企業を中心に 1,550 団体の採

用実績がある。（平成 29 年 9 月末時点） 

 

▲安否確認サービスの利用概要図 


